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遺伝と環境 

 
子どもの社会経済的成功は育った環境と親から受け継ぐ遺伝によって影響される。時代

背景というマクロ変数も影響するが、ここでは脇に置こう。では、遺伝（nature）と環境
（nurture）はどれだけの強さで子どもの社会経済的成功を決めるのだろうか。子どもの教
育に携わる多くの人たちが古くから抱いてきた疑問である（なお、この問いの立て方が得策
ではないことを付論で説明している。というのも、遺伝と環境の相互作用を無視した二分法
ではどちらかを過大に評価してしまう可能性があり、用いている手法も因果関係を議論で
きないためである）。 
古くから現在に至るまで同じ疑問があるのは、はっきりした答えがなかったためである。

答えがないのは実験ができないからだ。環境の効果を知りたいならば、子どもを異なる環境
の家庭にランダムに配置して育てれば、その効果を歪みなく測定できる。しかし、そんな実
験はいつの時代にも倫理的に許されない。 
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https://www.ide.go.jp/English/Researchers/ito_seiro_en.html
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非倫理的な実験 

 
ところが、そういう実験が実在した。もちろん、意図的に実施された実験ではない。偶然

発生した自然実験だ。ノルウェイの NGO が、生活に困難を抱える韓国の親から月齢 18カ
月以下の乳児をノルウェイに養子に迎え、受け入れ先の養親を希望者のなかからランダム
に決めていたのである。時期は 1965～1986 年なので、韓国が豊かになり始めるまで続いて
いた。 
養子と養親のマッチングは韓国から送られた書類の到着順で決められたため、組み合わ

せに特定の傾向が出るはずもなく、養子と養親の特徴は何ら相関を持たなかった。つまり、
各養子を異なる環境の家庭にランダムに配置して育てたのである。著者たちは、NGO の手
続きを示すだけでなく、ランダムであることを検証するために、養子の月齢や性別が養親の
特徴と無相関であることを確認している。 
養子を迎えた養親は、同年代の子どもを持つノルウェイ国民全体の平均的特徴よりも所

得が 8%ほど少なく、母親の学歴が 2%長くはあったが、決して特異な集団というわけでは
ない。実際、養親と非養親（養子縁組みがされた時期に子どもが生まれた親）の純資産保有
分布はほぼ一致している。一方、養子と（養親の）実子も、成人期の所得、学歴、純資産額
などの特徴が似通っていることが示されている 1。 
このため、養親家庭での実験結果はノルウェイ全体で実験すれば結果が似る可能性があ

る（外的整合性が一定程度ある）。 
 
データ 
 
本論文でキーとなる情報は養子である。韓国生まれの養子とその養親の情報は全国養子

登録データから得て、ノルウェイ統計局行政登録データ（個人のパネル・データ、全国民の
年齢や学歴等をカバー）と接合した。これをさらに歳入庁の税務データと接合し、所得や資
産保有情報を加えている。   
本コラムで以前から紹介しているが、北欧各国では全国民の行政データを研究用に提供

している。本論文でも全国民データを複数組み合わせて巨大な母集団を構築し、韓国出自の
養子という比較的小規模集団について完備に近いデータを形成、さらに、近隣集団について
も全国民から抽出して大きな対照群を作っている。本論文は 1965～1986 年に月齢 18 カ月
以下で養子縁組された 2254 人の養子とその養親を中心に据えながら、同時期に生まれた
120 万人以上の実子データ、韓国出自養子の受け入れ家庭の 1105 人の実子データなどを用
いて推計し、養子データでの推計結果と対照している。養子の成人期の情報は 2012～2014
年（28～49 歳）、養親の情報は 1994～1996 年のデータから得ている 2。 
 
 
 



 

3 

結果 
 
養子は養親から遺伝子経由で何も受け取らない。にもかかわらず、養親（1994～96 年時

点）の純資産額が 5 クローネ多いと養子（28～49歳時点）の純資産額を約 1 クローネ増や
す関係が示された。実験なので、これは因果関係である 3。また、養子の純資産額への効果
のうち、学歴、生前贈与、金融知識、所得などが仲介する（間接）効果は全体の 37%程度で
4、残りの 60%近くは上記の経路によらない（直接）効果であった。養親純資産額の養子の
所得や金融知識への効果は統計学的にはゼロ、学歴への効果は僅少であることも判明した 5。 
養親のリスク資産保有が多いと養子のリスク資産保有を増やす関係も見出され、資産形

成の態度も非遺伝経路で伝わっている。まとめると、豊かな養親に育てられた養子の純資産
額は増え（生前贈与を除く）、それが養子の所得や学歴を介していないことが分かった。な
ぜ養子の純資産額が所得や学歴を介さず増えるのかは不明だが、遺伝経路以外で何かが伝
えられていることが明確になった。 
 
途上国研究への示唆 

 
途上国の子どもが人的資本を積み上げて豊かになる経済発展の過程を念頭に置くと、本

論文は扱いに困る。親が豊かという恵まれた環境に置かれても、所得や学歴に効果は無い。
しかし、豊かな家庭に存在していて学校教育を経ない「何か」が子どもを豊かにさせる。就
学すれば貧しい家計の子どもにも機会を与えると一般的には信じられているのに、この論
文では正規の学校教育の意義を薄めるような結果が示された。 
学歴への僅少効果はノルウェイが高学歴社会で差が生まれにくいから割り引くべきかも

しれない。途上国では質の高い学習機会が稀少で、学習環境を整備すると学歴経由で豊かに
なるという結果になっても驚きはない。その一方で、ノルウェイの豊かな養親が養子に何を
伝えたのか、どのような「環境」なのかを知らねばならない。その知識なしには、貧しい家
庭の子どもに質の高い学習機会を与えても、機会を均等に与えていると言いにくいからだ。
本論文ではリスクのある金融投資が候補として挙げられているが、他の環境要因も明らか
にする研究が待たれる。■ 
 
※この記事の内容および意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意

見を示すものではありません。 

 
 
付論──知能は遺伝で 5～6割決まらない 
 
本論文の結果が画期的であることを味わうために、これまでの研究を振り返ろう。2011

年前後まで遺伝対環境に関する拠り所は、行動遺伝学の養子研究や双子研究であった
（Davies et al. 2011）6。 以下に示すように、古典的な行動遺伝学は強い仮定を置くことで、
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遺伝や環境のデータを計測することなく、遺伝と環境の貢献分を計測する。一方、神経科学
は遺伝と環境の相互作用で人間の特徴が決まるエビデンスを示している。また、経済学は親
の特徴を環境と定義して子どもの特徴との相関を計測する。経済学は環境データを使わな
い行動遺伝学よりも現実を反映しやすい手法を採っているが、神経科学の示すようなメカ
ニズムを取り込んでいない点でブラック・ボックスに近い。 
 
行動遺伝学の手法 
行動遺伝学では、子どもは遺伝的つながりを持つ人間と特徴をどれだけ共有しているか、

あるいは環境をともにする人間とどれだけ特徴を共有しているかを計測し、特徴のばらつ
きを遺伝と環境の影響に分解する。手法は変動の分解、つまり、共分散分析である。 
養子研究は、養子になった子と生家の兄弟（遺伝情報を平均 50%共有するが環境は共有

しない）、養子になった子と養子先の兄弟（遺伝情報は共有しないが環境を共有する）を比
較し、それぞれの兄弟とどれだけ似ているかを計測・比較する。古典的な双子研究は、一卵
性双生児（遺伝情報を 100%共有）間の類似度と、同性二卵性双生児（遺伝情報を平均 50%
共有）間の類似度を比較する 7。このように、養子研究は遺伝と環境の違いを利用し、双子
研究は遺伝情報共有の差を利用している。 
 
遺伝対環境という見方 
古典的な行動遺伝学の分解は、特徴𝑦𝑦を遺伝𝑎𝑎、環境𝑐𝑐、ランダムな誤差𝑒𝑒から成立すると仮

定する。 
 

𝑦𝑦 = 𝑎𝑎 + 𝑐𝑐 + 𝑒𝑒.          (1) 
 
  これをもとにすると、特徴𝑦𝑦の分散𝜎𝜎𝑦𝑦2を各要素の分散に分解できる。 
 

𝜎𝜎𝑦𝑦2 = 𝜎𝜎𝑎𝑎2 + 𝜎𝜎𝑐𝑐2 + 𝜎𝜎𝑒𝑒2.          (2) 
 
(2)式では、遺伝と環境が無相関という仮定が置かれている。両辺を𝜎𝜎𝑦𝑦2で割ると 
 

1 = 𝐻𝐻2 + 𝐶𝐶2 + 𝐸𝐸2,     𝐻𝐻2 =
𝜎𝜎𝑎𝑎2

𝜎𝜎𝑦𝑦2
 ,   𝐶𝐶2 =

𝜎𝜎𝑐𝑐2

𝜎𝜎𝑦𝑦2
 ,   𝐸𝐸2 =

𝜎𝜎𝑒𝑒2

𝜎𝜎𝑦𝑦2
 .           (3)  

 
行動遺伝学で「遺伝が 50%説明する」と表現するとき、特徴の分散で遺伝の分散部分𝐻𝐻2

が 50%占めること、つまり、𝐻𝐻2 = .5を意味している。𝐻𝐻2は遺伝率 heritabilityと呼ばれる。 
特徴の要因方程式(1)には、一般的には遺伝と環境の交差項𝑎𝑎 × 𝑐𝑐があってもよいはずであ

る 8。分散分解式(2)には、分散の線形変換の公式に従えば、𝑎𝑎と𝑐𝑐の共分散𝜎𝜎𝑎𝑎𝑎𝑎2 があってもよ
い。しかし、古典的な行動遺伝学は交差項ゼロ、共分散ゼロ（=遺伝と環境は無相関）と仮
定するので登場しない。遺伝と環境の共分散の例は、子どもの特徴を伸ばしたり抑えたりす
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る環境を親が準備すること（音楽的センスには楽器、稲には適した肥料）などの最適化行動
である。このように、古典的行動遺伝学の仮定は、特徴の要因方程式(1)に𝑎𝑎 × 𝑐𝑐 = 0、分散
分解式(2)で𝜎𝜎𝑎𝑎𝑎𝑎2 = 0,𝜎𝜎𝑎𝑎×𝑐𝑐

2 = 0を課していると解釈できる。 
この共分散は、数量遺伝学 quantitative genetics では、GE 相関（genotype-environment 

correlation）と呼ばれる。古くから進化生物学や神経科学でも、人々の特徴（表現型）は、
遺伝と環境が独立して影響することはあり得ず、遺伝と環境が相互に作用したときに発生
するため、交差項として考慮すべきという指摘がある（Lewontin 1980; Meaney 2004）9。
このことからも、遺伝と環境だけに分解しようとする方法からは、歪んだ結果が得られる懸
念がある。 

 

遺伝と環境の無相関（=環境は外生）は現実的か 
仮に、遺伝的特徴を捉えた親の最適化行動で兄弟の類似度が高まった（兄弟ともに楽器奏

者になる）場合、本来ならば類似度増加分は共分散𝜎𝜎𝑎𝑎𝑎𝑎2 に帰するべきである。もしも、𝜎𝜎𝑎𝑎𝑎𝑎2 =
0と想定すると、類似度をすべて生来のもの、つまり、遺伝𝜎𝜎𝑐𝑐2（よって遺伝率）に帰してし
まう 10。加えて、遺伝と環境の交差項𝑎𝑎 × 𝑐𝑐がゼロではないときには𝜎𝜎𝑎𝑎×𝑐𝑐

2 も𝜎𝜎𝑐𝑐2に含めてしま
う。よって、交差項ゼロ、共分散ゼロの仮定（𝜎𝜎𝑎𝑎𝑎𝑎2 = 0,𝜎𝜎𝑎𝑎×𝑐𝑐

2 = 0）が正しくない場合には、
遺伝率は過大推計になりやすい。実際に、同じ国民でも子どもの置かれた環境によって遺伝
率が減ること（Devlin, Daniels, and Roeder 1997; Turkheimer et al. 2003）や共分散を入れ
て計算すると遺伝率が減ること（Björklund, Jäntti, and Solon 2005）が実証研究で指摘され
ている。 
養子研究では環境が外生、つまり、養子縁組マッチングは養親との相性や適性など、子ど

もの特徴に影響する要因と相関しないと仮定する必要がある。なぜならば、養子と養親・養
子先兄弟の特徴に正の相関があると、養子と養子先兄弟との類似度が高まり、環境に帰する
変動割合が過大になるためである。同様の論理で負の相関があると過少になる。 
 
環境共有は同じか 
双子研究は一卵性双生児と二卵性双生児の置かれた環境の差を無視・軽視する必要があ

る。具体的には、双子研究では、一卵性双生児ペアと二卵性双生児ペアのペア内の環境共有
（または同一環境への曝露）の程度は同等と仮定し、環境共有度の違いによって一卵性と二
卵性で違いが発生しないと仮定（均等環境仮定、equal environments assumption: EEA）す
る。この仮定が正しければ、一卵性双生児ペアが二卵性双生児ペアよりも特徴が類似してい
ると、それは一卵性双生児ペアが二卵性双生児ペアに比して、環境ではなく遺伝情報をより
多く共有しているから、と解釈できる。 
双子研究では観察可能な環境を共変数に加えても結果が変わらないと示され、EEA が満

たされていなくても問題ないと主張される（Barnes et al. 2014）。しかし、「環境」は観察不
可能な変数もあるため、相関係数による遺伝率推計には本質的な困難がある 11,12。 
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変動分解は因果関係ではない 
行動遺伝学では特徴（の変動）を遺伝（との共変動）で説明される部分と環境（との共変

動）で説明される部分に分解する。これは変動と変動との相関計測であり、特定の遺伝子群
がある特徴に影響する因果関係を提示していない。よって、遺伝の「説明」する部分、つま
り、共変動が多くても、遺伝の因果効果はゼロの可能性すらある 13。 
古典的な行動遺伝学は、政策への示唆が明確でないことも指摘されている。仮に、遺伝率

が因果関係を示す場合でも、遺伝に基づいた対策（例──近眼には眼鏡）が無駄とは限らな
いし、環境との相関が少ないのは実現している環境が貧弱である（例──合わない眼鏡をつ
けている）ためかもしれず、豊かな環境の提供を否定する根拠にならない（Goldberger 1978; 
Sacerdote 2011）。 
双子研究を引用した一般向け著作では、「知的能力は 5～6割程度が遺伝によって決まる」

と主張されることもあるが、こうした表現は慎重さを欠く。遺伝を過大推計する可能性に配
慮せず、しかも、変動の分解を因果関係として誤解している難点がある。 
 
GWASによる因果推論 
ゲノムワイド関連解析（GWAS）では、Single Nucleotide Polymorphisms（SNP）のある

対立遺伝子（allele）から、ある特徴（例えば教育年数）と相関のあるものを特定し、特徴を
各 SNP 値に回帰させて得る回帰係数を加重とする SNP 平均値を計算する。これがポリジ
ェニック・スコアである。イギリスのデータでは、教育年数は教育のポリジェニック・スコ
アとの相関がある（Lee et al. 2018; Hilger et al. 2022; Okbay et al. 2022）。ポリジェニック・
スコアは生まれたときから固定されていることから、この相関は（最適化行動も含む）遺伝
⇒教育年数という遺伝経由の因果効果である。Okbay et al.（2022）によれば、遺伝の効果
は僅少で、対立遺伝子が追加的に 1つ SNP として加わったとき、教育年数の延伸効果は 1.4
週間である（p.439, left）。なお、ポリジェニック・スコアのベースとなった対立遺伝子数は
3277個あった。 
ポリジェニック・スコアは、計量経済学で「能力」といわれてきた観察不可能な固定効果

を明示化したものと解釈できる。推計技術としては、環境要因の因果効果を推計するときに
計量経済学が伝統的に重用してきた固定効果推計量が基本的に適切であったことを示すと
もいえる。今までになかった利点としては、ポリジェニック・スコアと環境変数の交差項を
使うことで、ポリジェニック・スコアに応じた効果多様性を推計できるようになる。ただし、
ポリジェニック・スコアの効果が僅少なので、意味のある効果多様性推計値になるのかは不
明である。 
 
分散分解から距離を置く経済学 
遺伝と環境が無相関という仮定が非現実的なだけでなく、因果関係も議論できない。そん

な議論の方法は得策ではないと経済学では指摘されている（Goldberger and Manski 1995; 
Sacerdote 2011; Manski 2011）。 
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経済学では親の特徴を環境と定義したうえで、子の特徴を具体的な親の特徴に回帰させ
て係数を推計し、血縁関係によって係数の大きさの違いを評価することを基本とする。行動
遺伝学は分散の構造をモデル化するのに対し、経済学は平均値と分散の構造をモデル化す
る。そして、主に議論する点は、行動遺伝学では分解された分散の比重であり、経済学では
個人属性に応じて平均値がどのように異なるかである。経済学での平均値のモデル化は観
察可能な変数しか使わないので、ブラック・ボックスに近い。こうした短所を乗り越えるた
め、新しい遺伝子情報計測技術に応じて、経済学にもポリジェニック・スコアを使った推計
を取り入れた研究がある（Rustichini et al. 2023）。 
一方、環境が内生という課題は経済学にも等しく突きつけられる。経済学でも多くの研究

が取り組んできたが、歪みのない推計値を与える実験は当然できなかった。環境を変える実
験をあたかもしたように解釈できる本研究の分析結果は、同じく韓国人養子を扱った
Sacerdote（2007）以外に見当たらない貴重さである。 
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注 

1 子どもの誕生時の特徴を比較するのがベストであるが、そうしたデータは無いので、成人
期の特徴から養子が特異な集団ではないことを示している。また、養子であるかで傾向値を
推計し、近似した傾向値同士で比較をする傾向値マッチング推計値を用いても、推計結果が
変わらなかったと報告されている。 
2 先行研究に倣い、資産額はデータ利用全期間 3年の平均値、養親の資産額は父と母の合計
値を用いている。上位と下位の 0.1%の標本を落とし、金融知識とは商学、経済学、金融論
の学士保有と定義している。各年値や単親の値を使った場合、上位下位の標本を落とさなか
った場合、子どもの成人期の年齢を違う範囲にした場合、純資産額の代わりに順位や対数値
を使った場合も、結果は変わらなかったと報告されている。 
3 ただし、資産増加に伴う別変数の影響を排除できないので、純資産の総合的効果である平
均因果効果 average causal effectsと解釈する。養子の観察可能な違いを説明変数に加えて制
御したうえでも、結果（average partial effects）は変わらないことが示されている。 
4 間接効果のうち 90%ほどが生前贈与であった。 
5 養子の所得や学歴への効果が無視可能なのは、ノルウェイという高学歴な平等社会こその
結果かもしれない。親の豊かさによって教育や就業の機会に差が少なければ、養親の豊かさ
が養子の学歴や所得に影響する度合いは減るためである。 
6 2011 年以降、精神医学などがゲノムワイド関連解析によって、特定の対立遺伝子 allele に
おける変異（人口の 1%以上に現れる場合──single nucleotide polymorphisms: SNPs──
など）の集計値（ポリジェニック・スコア）が知的能力という表現型と相関するのかを示し
ている。 
7 双子は、兄弟に比べて、生誕順序や年齢差はないので気にしなくて良いという利点がある。 
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8 遺伝と環境交差項𝑎𝑎 × 𝑐𝑐とは増幅効果のことで、たとえば、音感が優れている（遺伝）と演
奏の練習（環境）の効果が倍増する、背の低い稲ほど肥料の増量効果が大きい、手先が器用
な人は服飾や建築デザイン教育の効果が大きい、などである。エピジェネティクスは環境に
よって遺伝子発現が変わるメカニズムを解明する研究分野であり、遺伝と環境の交差項は
ゼロではないことを学問分野を 1つ作ることで示している。 
9 行動遺伝学では遺伝的長所を動機とした親による最適化行動も「環境の遺伝」nature of 
nurtureと表現し、遺伝の効果と見なす研究がある（Plomin and Bergeman 1991）。しかし、
𝑎𝑎と𝑐𝑐が 2 つ揃って発揮する効果を主に𝑎𝑎に帰する解釈は奇妙である。人間の特徴は遺伝か環
境かと問われた心理学者Donald Hebb が、「長方形は縦か横かと問うのと同じ」と答えたよ
うに、両方を同時に考慮すべきであろう。因みに、 Meaney（2004）のいう nature of nurture
はストレスによって遺伝子表現型が変わるエピジェネティクスを指しており、親の最適化
行動を指していないので、同じ単語であっても行動遺伝学の指す中身と別物である。 
10 二卵性双生児の親も同様に最適化をする場合、一卵性よりも双子の遺伝的特徴が似通っ
ていないので、一卵性よりも類似度を高める費用が高い。よって、一卵性双生児の方が最適
化によって類似度をより高められている可能性が高い。 
11 環境を形成するのが多くの変数であることも遺伝率を過大評価し、環境を過小評価する
可能性を高める。例えば、特徴と複数（2 つ）の環境変数 A、B との相関が高くても、手も
とにあるデータの環境変数が Aだけの場合、計測される相関は真の相関よりも低くなる。 
12 養子研究では、子どもが成長してから養子縁組されれば生家環境に影響される。すると、
遺伝と環境を取り違える計測誤差が発生し、環境の影響を遺伝の影響と誤って推計する懸
念がある。 
13 遺伝率 heritability と遺伝 genetic inheritance は別の概念である。詳しくは Moore and 
Shenk（2017）を参照。例えば、親の身長と同じになるように養子を育てている集団がいれ
ば、遺伝はゼロなのに遺伝率は 100%である。食糧を調整して実子の身長を全員 150cm に
育てる集団がいれば、両親からの遺伝は 100%なのに身長の変動はゼロなので遺伝率はゼロ
である。 
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